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　6月28日に、この記事が掲載されてから、学内外から多くの反響やご質問をいただきました。学内にご関心がある

方もいらっしゃると思いますので、質問に答える意味もあって、TAYORIの紙面をお借りすることにしました。

　紙面にありますとおり、本学では5年前から「さん」付け呼称の奨励により、風通しの良い組織を目指しておりま

す。この取り組みは「先生」と呼ばれる側の問題ではなく、呼ぶ側の問題であると認識しております。日本の大学改

革は遅々として進んでおりませんが、「経営」という視点で考えた場合、所謂「ヒト、モノ、カネ、情報」といった経

営リソースを普段仕事で扱っておりますのは事務職員や技術職員です。ですので、事務職員、技術職員が、教育職員

を「先生」と呼ぶことで経営の最前線から一歩引き、重要な決断を「先生」に丸投げしてしまっては、経営改革は成

しえないと考えております。つまり、「さん」付け呼称の奨励は、事務職員、技術職員の自覚を促している取組なの

です。

　奇しくも、ある県議会においてマスコミを賑わす事案が発生し、県知事が「県職員による県議会議員への『先生』

呼びをやめる」という会見をされ、「先生」呼称が注目を集める結果になりました。知事の強いリーダーシップに敬

意を表したいと思います。ただ、本学は「先生」と呼んでいる側の自覚を促す取組であること（もしかすると知事も

同じお気持ちなのかもしれません）をご理解いただければと思います。

　今回、たくさん反響をいただいた中でも、大変興味深かったものは、組織文化論に関する専門家からのアドバイス

でした。過去にエドガー・シャイン博士の論文等を引用していたために、かなり専門的なご指摘も頂戴しました。

「ホフステードの国民文化の6次元モデルを使って大学の文化を分析してはどうか」「キム・キャメロン、ロバート・

クインの競合価値観フレームワークを使ってはどうか」など色々な意見を頂戴し、大学のカルチャーに対する関心の

高さと、見直しの必要性について多くの人が関心をお持ちであることを感じました。

　国立大学は法人化以降、経営改革のために民間企業の手法を取り入れることが提唱されております。人事給与マネ

ジメントしかり、ガバナンスコードしかり。ただ、民間企業の手法をそのまま輸入することが大学改革への近道なの

か、ということについては、検証の余地があると感じております。

　本学の経営改革の中で、大学の組織文化を可視化することで、「見直すべき大学の文化とは何なのか」「失ってはい

けない文化とは何なのか」「逆に、閉塞感のある日本の経済にとって、大学の文化を見習うべき点があるのではない

か」ということを明らかにし、本学の経営改革を加速するとともに、他大学の改革や、

国立大学による社会変革のけん引に繋ぐことができればと考えております。

J-PEAKS事業は、一部の「先生」の取組ではなく、高度専門職員、事務職員、技術職員を含む

九工大全員の取組です。引き続き、ご理解、ご協力をお願いいたします。

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経営戦略室　三宅智実）
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朝日新聞社から　「さん」付け呼称の奨励　について取材を受けました
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